
．’F．‾｛‾一一一一＿．．＿一一・▼一一一一一F‾

（参考）

l

ト3

3

1

「総合経済ヌ寸策」（昭春口61勾三4月8【ヨ）の粟施1犬況等夢
昭和6．1年9月19日

経済対策爬練会議

決　　定　　事　　項 実　・旛　　状　　況　　等

1．金職種鱒の微動的運営

日木組行は公定歩合を本年1月30日に0．5，‘引き下げ紅のに続き、

3月．10日から更に0．5％引き下げたところである′。これに伴い預貯金

金利や態閑プライムレート等が引き下げられるなど、金利水準全般の低下

が進んでいるところであるが、今後とも内外提携動向及び国際通貨惰勢を

注禎しつつ、金融政策の機動的運営を由る。

なお、その再、適度に投譜的な取引が助長されないよう配慮する。

2．公共事業等の施行促進　●

・川昭和61年度の公共事業等については、上半期における翠的輝鱒の割

合が遇去最癖を上回ることを目指して可能な限り薦行の促進を困る．

また、公共事集の配分に当たっては、各地域の経誇矯勢，社会資本の

婁肯状況、事業の饅先度等を勘案して適切に行うものとする．

間地方公共伊体においても、fl）の指貫に準じて、事業の円滑な應行を

困るため必要な掲欝を満するよう姜講する．

日本銀行は4月21日、公定歩合を更に0．5％引き下げ3．5％とし

た．これに伴い、畠憫預貯金金利及び痺便貯金金利並びに知鞘1ライムレ

ートも、5月19日から引き下げられた．

4月16日、民筒金畿機関に対し通達（「土地鞠連融資の取糾、につい

てJ）を発し、投機的な土地取引を助長することのないよう指導した．

（大蔵省）

・5月9日，r上半乳においては、拘束における契杓済義の割合が全体ノと
I

して過去最古を上回る・ことを目指して、牒能な限ら康行の促進を困るJこ

と等を内容とするr昭和61年度上半期における公共事粟等の事業施行等

について」を閣凛決定した．また、同日、公共事業等康行対策鐘轄会縞第

1回会合を闊催し、上半期束における契約満額の割合が全休として′

77．4％となることを目指して適切な公共事業等の施行を困ることを了

承した。

・　5月9日の閣議決定を受け、同日付けの通知で、各地方公共団体におい

て、公共事業等（地方単独事集を含む．）の上半陶窯の契約機重の割合が

全休として過去最高を上回ることを目指して、可能な綴り康行の促進を鰐

るよう努めること等を要請した．　　　　　　　　　　　（自治省）
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決　　定　　事　　項 実　　施　　状　　況　　等

なお、地方公共団体は、昭和61年度当初予捧において、地方単独事業

費については地方財政計西の伸＊（3．7％）を上回る前年度比4．8％

増の事業瀬を計上して与、る．

地方債については、4月及び5月において、一般公共事業憤、一般単独

事業債を中心に、3兆8．263徽円く地方依計南捻覇に対する割合は約

54％で過去農高を上回っている．）を配分した．また、上半的において

80％以上を日韓に配分することとしている．　　　　　　（自治省）

地方公典餓体における公共事業等の射i状況にういては、定餉的に報告

を求め、適切な指導を行っている．　　　　　　　　　　　（自給省）

3．円高及び隈油価格低下に伴う差益の還元と師総の適正化等

川電力9祉及び大手ガス3礼の円高及び原油簡略低下による差益につい

ては、需要毛に寓定的料金引下げ等の形で還元することとし、その異体

的方拝について甲急に検国を進め、6月から実施する．

なお、貝休的な還元1酎よ、実施段階において決定されるが、現なのよ

うな為鱈レート、原油価格の傾向が麒続する壕台には、還元掛はおよそ

1兆円捏度になるものと見込まれる．

聞畜産物の価格安定を困るために設けられている価格帯については、円

高効果を含む生産欄の低下等も柏まえ、昭和61葎度から中心簡略等で

国産牛内の約7割を占める乳用桂牛肉を2．3％、豚肉を5・．6％、バ

ターを4．0％引き下げる．

電力9社及び大手ガス3社の円高及び原油鮪幅低下による差益について

は、昭和61年6月から昭和62年3月まで料金の暫定的引下げの形七輪

額1兆859敗円を還元することとしたく5月15日認可）．

（通商産業省）

†：露産物の範峨安定を因るために馴ナられている価格帯については、円高
I

効粟を含む生産貝の低下等も檎まえ、昭和61年度から中心無駄等で国産

牛内の約7割を占める乳用種牛肉を・2．3％、豚肉を5．6％、バターを

4．0％引き下げた．　　　　　　　　　　　　　　　（農林水産省）
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（3）輸入年内については、5月から高度振同事業団の指定輸入牛肉販売店

及び肉の日に捌ノる小売目安肪椙を馴i市価の10～20％安から20

～30％安に引き下げるとともに肉の日の拡充を因る．

また、本年のゴールデンウイーク肋間に主要部市において新たに牛肉

の特別販売を行うビーフウイークを実施する．

畜産振卯事業団の輸入牛肉売買差益をより姦按的に消只者に結びつく

鰻苅に紙用するため、上記のほか、昭和61年度において、従来からの

国産牛肉特別対熊事業等に加え、新たに牛肉販売合理化事業等の流通・

消項刑鱗を推進するほか、更に食肉の’流通・約襲対碑を追加的に実施す

る．

（4）国際航空連覇については、方向別格差縮小のための摘霞を隅するよう

努める。

輸入牛肉については、5月から畜産振弼事業用の指定絵入牛肉販売店及

び肉の日における小売目安価格を従来の市価10～20％安から20へ・

30％安に引き下げるとともに肉の日の拡充を岡った．

また、ゴールデンウイーク期間に全国10郡市において新たに牛肉の特

別販売を持うビーフウイークを実施した．10月にも同様の粧しを行うこ

ととしている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（農林水産省）

畜産振卵事業団の輸入牛肉売買差益については、昭和61年度において、

従来からの国産牛肉特別対策事業等に加え、新たに、牛肉を安定的な紙料

で販売するための牛肉販売合理化事業を推進’するほか、さらに全四的なミ

ートフェアの開催、宿賃苗に対する食肉小売柄相の提供、食肉規格取引の

餞及推進等の事業により、総額的40線円の洗遇・消賛対策を実施してい

る．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（農林水産省）

欧州線についての日本発曽適性複運質鎗下げ日2％）及び欧州兄曽適

片道運賃伍上げ（平均3％）並びに太平洋線についての米田発普通片道運

撰前上げ日0～13．6％）を7月1日より実施したほか、太平洋棺に

ついての日本発普通片道運賃蝕下げ（10％）を秋以降実絶することとし

ている．

さらに糾引運賃として、欧州線に日本先アペックス道真（事前偶人回避・

運賃…即iエコノミー運賃の36％程度の割引）を7月1日より導入した

ほか、米国西梅岸、グアム・サイパン行ファミリー遵貫（現行エコノミー

運賃の33～47％捏度の割引）を秋以降導入することとしている．一

（運輸省）

●
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（SI四郎過信料金については、利用名の負幻の軽減を図るため、遅くとも

9月までには料金引下げを実臆するよう促進する．

（6）その他の公」用金等についても、円高、．原油価格の低下及び物価の安

定基調にかんがみ、可能な限りその引下げに努めるものとするが、引下

げが閑州なものについても、当該事業の収支状況等を勘案しつつ、料金

等の艮朋安定、サービスの改善等を通じて円高等による差益を道元する

ものとする。

国粋通信料金については、利用者の負担の軽減を困るため、9月1日か

ら平年度ベースで平均13．1％の引下げ刷iわれた．　　（郵政省）

沖縄電力株式会社について、6月から料金の詩定的引下げにより70飽

円を還元することとした．　　　　　　　　　　　　　（通商産葉省）

地方部市ガス事業萌及び簡易がス事果毛の差益について、．7月（一陣8

月）から料金の暫定的引下げの形で橡額315像円を還元することとした．

（過前座巣省）

現在供給中の熱供給事業名26社（41事業）のうち22社（37事集）

について、6月又は7月から熱料金の句会的引下げの形で、約20像円を

還元することとしたく5月20日、6月24日、6月28日付認可）．

（通商産来者〉

工業用アルコ・－ルにういて、6月17日から政府売渡範胞を平均的

14．8％引き下げた．　　　　　　　　　　　　　　（通商粛東省）



決　　定　　事　　項

け）円高による輸入品価格低下及び原油鮪格低下の効果がヽ市場メカニズ

ムを通じて田内販売価格に適正に反映されるよう努めるとともに、必要

に応じ関係業界に対して要語を行う等適切な対応を困る．この一環とし

て、

①　石油製品については、市場メカニズムを通じて、円高及び原油価格

の低下を柘総に反映してきているが、今後においても、為替相場及び

原油価格の動向が適正に反映されるよう価格動向について往撰する．

②　配合飼料については、既に昭和60年10月収緯円高の効果を含む

原料コストの低下を反映して2回にわたる鏑格引下げ（8．4％‘）’ポ

行われたところであるが、今鱒に糾ヽても原料価格の動向等について

注視する．

①　主要輸入消費財の価格動向等（別紙37品目）について譲套し、4

月束を目途に清賞毒等に対する臍輔提供を行う．

●
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実　　施・状．　沢　　等

・石油製品の円高等によるコストダウンは、市場メカニズムを通じ、販売

価格に反映されてきているが、今後とも、為替動向等が適正に販売賄賂に

反映されるよう十分注視する．’　　　　　　　　　　　（通商産貴書）

く東端石油製品鎮縞の推移；・・軽済凛套会凛套＞（円／リットル）

59年度下期　60年9月　61年3月　61錘8月

にソリ孟霊：芸1‡2．6霊．61告］
・家庭用液化石油ガスについては、他の石油製品と興なり、LPG輸入傭

・格の低下が束嶋囁格に禽ちには反映されにくい両もあるため、5月6日決

適業名に対し、、コストダウンを東端紙幅へ適切に反映させるよう貫講を行

った（麹定運元鰯は、仕隔1．000簿円捏度の見込み）．（適商産業省）

・円寓織向が強まったこと等からヾ4月以掩∴さらに、2回にわたる鶴下

げHU9％トか行われたく昭和60年10月以欝の鎗下げ＊は、合計

17こ　4％）．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（農林水産省）

：主要輸入群舞財の鎮格動向等（37品目）について講蓋を実施し、4月

30日、舞套総菜を公表した．・

車用省、農…乱適無頼省瀾企斬）

、



誕㌫

阜守十十千空中㍉辛
し

l

こや1．こ：‾．一．T．∴ワコムiiこ．∴

決　　定　　事　　項

T・∴、
血；施Iユー，

実　　施　　状　　況　　等

㊥　主要百鍔店・スーパーに対する円高活用アランの策定指導、その他

の百鍔店・スーパー等の小売業卯に対するインポートフェアの開催要

請等を通じて、一般消只名への円高メリツ，トの均信を綿棒的に図るよ

う努める．また、日本貿易振舞全くJETRO）、製品輸入促進協会

（MIPRO）の活用等による大鯛惧なインポートバザールの開催、

商店伍等におりる欄人品フェアの開催、製品輸入に綴る広相等の推進

により、国民が円高のメリットを享受しうるような環境の艶韓に男め

る。

・輸入酒舞財等について、円高等の効発を適正に販売価格にも反映させる

よう、輸入関係馴轟、流通関係団体等に対し幅広く要請を行った，

（大蔵省、農林水産省、通商産業省）

・第1次円高活用アランの策定を通じて、主要自縛店・スーパー104社

では、全国各地で1万か所を培えるインポ」ト・フェアの開催、杓

1．700品目にわたる小売価格の引下げ及び的600品目の新月輸入品

の開拓が展開されている．．　　　　　　　　　　　（通商産業省）

・昭和61年度J ETRO・MIPRO等が開催するインポートバザーJLJ

は8件予定されており、うち7件実施論み．　　　　　　く通商産某省〉

・商店伍、ボランタリー・チェーン害における輸入品フェアに対する補助

制度を創設し、本年度15地域を指定し，、逐次輸入品フェアが開催されて

いる．‥　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（通商産業省〉

・製品輸入の促進について街騎キャンペーンをはじめ、政府広欄、各種媒

体、ポスター等による広報活動を練権的に実俺．　　　（通商産集省）

・また、10月の輸入拡大月的において、輸入促進キャンペーン等を集中

的に実鷹する予定．　　　　　　　　　　　　　　　（通商産集省）
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4．鯛糾緩和による市桁地再開発の促進等

川市街地再開発の促進

①　顛京椰環状7号翰以内において、真に低層住宅としての良好な居住

環境の維持のため必要な鯛台を繰き、第一鍾住居専用地域の第二躊住

居専用地域への指定替えを塵点的に推進する．

②　河筒先の促進による部雨空冊の高度利用が可能となるよう、市伍地

相開発事業の施行区域における場合又は特定街区若しくは鏡台設計に

よる場合には、より大幅な容横車の割増しが可能となるよう基準を見

姦す．

なお、割線制限についても、市内只の促進による郡市空筒の轟度利

用が可能となるよう緩和を困る。

・東京捗においては、当面、紡炎上の観点から、不様化を促進する必要が

ある区域、土地利用の動向からみて中高霹化を回ることが適当な区域等に

ついて輪極的に指定替えに取り舶む予定．これを推進する方向で卸を指導

することとしている．　　　　　　　　　　　　　　　　　　（蛙設省）

二　環状用線以内に机、て員体のプロジェクトを有する民間会社を対象と

して4月に実施したヒアリングの結果を繚まえつつ、汚再発の促進のため

の方策について検討を進める．　　　　　　　　　　　　　　（建設省〉

・市街地再陶只事集の施行区域におけや再開発又は特定街区若しくは総合

投計による再開発についての容縞串の割増裏年の見姦しについて建策篤農

会等の意見を瞳き、12月束までに適切に対処する．‘　　　（燵殿省）

・繊台設計に鈍る道路等の鋼線研服による高さ駒取の義和皇韓についても、

奪檎串の割増墓埠に係る上記見姦しに倒せ、12月束までに必賛な見姦し

を行う．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設省）

1



間斬市伍地開発の促進

①　市馴ヒ調整区域のうち特に人口増が著しい地域に近接する区域及び

鉄道新駅周辺の区域等大きな新市街地開発投資が見込める地域につい

て、重点的に線引きの見直しを推進する．また、保留人口フレームの

解除を促進する．

さらに、開発許可基準の見直しを行うとともに、開発許可手続の迅

速化・合理化を困る。

②　宅地悶柁僧等要綱のこれまでの見姦しの実慶を麹まえ、行き過ぎ是

正の行われていない団体に対し、行き過ぎ是正の畿底を困るよう指導

する．これにより、追臥公瞬、学校尊公典公益旛儲用地の確保両槙

の適正化を因り、開発面槙及び開発事業費に占める有効宅地分の納金

の引上げを因る．

・特に見直しの遅れて、いる府県及び大部市車の郡市計西区域を中心に、ヒ

アリング等により、第2回日の翰引き見直しの早期完了及び保留人口フレ

ームの早期解除を引き抜き指導する．　　　　　　　　　　（建設省）

・5月13日、r大親祭関知に係る開発許可事務処理マニュアルについて」

及びr開発許可申請に係る提出鳥類等の簡素化・統一化について」の2適

連を発した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設省）

・　8月2日、「市街化調整区域における開発許可劉度の運用について」の

通達を托し、

①．大損嘩既存集落内の小鰻惧開発

②　人口の減少及び産業の停滞が見られる地域での工場等の立地

③　幹輪道路の沿道等における流通業務施設の立地

㊥　設霞及び運営が国の定める基準に適合する有料老人ホーム

等について許可しうるよう運用の改善を行った。 （建設省）

・「宅地内充等指導要綱問題相釈室J（昭和60年12月12日建設省に

設置〉において個別事業に係る問題の凛鍵を推進する．　　（嬢設省）

・4月11日、r小脇員区西進鴎の計西基準（案）について」、r洪水調

節（整）他の多目的利用指針（嘉）についてJ及びr柑発と文化財の取扱

いについての隅整、績套に関する事清処理等の龍韓について」の3通達を

拝したところであり、これらを精まえて指導を推進する．（建設省）

・宅地開発等桐等要綱の実線璃査（建設省・自治省共同で実施）結果を取

りまとめ、5月1日に公表したところであり、これを鴨まえて指尊を推進

する．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設省、自治省）
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⑳　民周活力の活用等に資する錬良事業について弟3セクターへの民鯛

の出只比率を引き上げる等、埋立事業について民間賞金の活用を軋るこ

（3）国公有地への土地信託糾虎の巻入

国公有地に土地信託糾皮を導入するため、現な、国会に提嘉中の「国

有財産注の一部を改正する法律案」及び「地方自治法の一部を改正する

法律案」の成立を受けて、民間活力を活用した国公有地の有効活用の促

進を朋する．

・要義の運用等について、適正化が囲られるよう各払道府県、指定郡市に

対して通知（5月1日）したほか、担当評長による連綿会議を闘騰し、周

知鵬底を囲った（5月9日）．　　　　　　　　　　　　（自治省）

・埋立事業における民間事業者の能力を活用するため、第3セクターへの

民間の出員比串を引き上げることを内容とする公有水両埋立法施行令の一

・榔改正を実施し、7月11日から旛持した．　　（運輸省、埋設省）

r国有財産法の一節を改正する法律案」が5月21日可決成立し、6月

3日公布・應行された．これを受けて国有地の有効活用の促進を期する．

（大蔵省）

公有地に土地信託劉度を導入することを内容とする「地方自治法の一部

を車正する法律案」は5月21月可決成立し、同法は5月30日公布・施

行された．

（往）上記法案は、当初錠出した法案のうちの公有地信託に輪各部分のみ

を内容とするものであって、衆議院地方行政寅員会が提出したもので

ある．



珊班
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5．住宅建設、民間限鶴投舞等の促進

＝）住宅鰻投等の促進

①　住宅金融公庫については、舞付金利を引き下げるとともに、個人住

宅の各募集胸の受付時網の練上げ及び受付期間の拡大、民間賃貸住宅

の弟集回数の増加並びに融資対象となる分課住宅の上限価額の引上げ

により貸付けの促進を困る．

②　昭和61年度税別改正で璃じられた住宅取得促進税制の創設、住宅

取得資金に係る噌与税の特例の拡充等の周知緻底を国り、その括用に

資する．

住宅金融公葬錮人住宅建設賞金の只付会判については、住宅金脈公鱒臨

席行令の改正（4月22日公布・施行）により、次のとおり引き下げた

（3月31日から適用）．

「面積

‘60d以上120d以下　5．4％→5．

1’20d相145d以下　5．9％→5．

145撼趨180d以下　6．4％16．

個人住宅の各募集期の前倒しを行うとともに、受付抑闇を年間100日

程度から年間13．5日程度に拡大する．

民間寅貸住宅の勢集回数を仕1回から年2回に増やす．

分譲住宅の上取価額を次のとおり引き上げた（4月1日より実臓）’．

－23区内　床面積120d以下の団地住宅の例；

・3．700万円→4．000万円

（建設省）

【沖表振舞開先金鴨公序においても同性の措霞を実施．（沖縄開発庁）】

・テレビ、織誌、新蘭等の積極的活用、パンフレット、手引食の作成・配

布、説明会、購醜会の開催等により住宅減税に偽る糾度改正の周知輸丘を

筒っているところせある．　　　　　　　　　　　　　（建設省）



決　　定　　事′　　項

◎　民間金融機関の脚人向け位．宅融只については、金利の引下げ及び融

貝只金の安定的な確保につき配意するよう更訴する．

㊥　増改築等リフォームを促進するため、増改築相談員の義成・活用、

園迎‘リる技術の開発・酉及、「住まい？リフォーム・ワェアJ筍の開

催などによる隅帽提供を因るとともに、住宅関連用品等の需賃の顕在

化を阿るため、「インターナショナル・ハウスウェア・ショウ」の開

．催等を行う。

し－’－1’・’－ミ・▲‘．・・れ・・－・・．臆録曲池誠臨地細ふ亡．

実　　施　二状　　況　　等

4月9日、各民間金融団体に対し、個人向け住宅畿貝について金利の引

下げ及び融資資金の安定的な稚保につき一層の配慮を行うよう文書により

空前を行った（大蔵省、農林水産省こ労働省）．これを受け、住宅ローン

（固定型）金利が引き下げられたほか、住宅ローンを安定的に供給するた

め、金利設定の安定化刑iわれた。

全国各地において、増改築相割員研修会を開催し、柏讃員を養成してい

る（6月束現在14．200名が研修会を真鯛詰み）．

新住宅開発7【】ジェクトで開発された増改築リフォーム同速技術（高齢

者ケアシステム、可変住空間システム専）の缶及やその周辺技鳩開発を行

っている．現な、一層の普及促進を図るため、関係企業からなる推進母体

の取立を準備中。

CAPシステムによるリフォーム柄帽の提供を困るため、筒楕処理振舞

協会の特定1日グラム開発事業の一環として所資のシステム開発を行う．
1

6月14売18日、暗陶の褒京国際貿易センターにおいて、「’86住

まいのリフォーム・フiァ」を開催し、124．000名の来嶋毒があっ

た．

地方公共団体、闘連業界等の陰力のもとに、リフォーム・フェア等の地

方プロジェクトを昭和61年度50か所（予定）において周僻する（うち

14か所で開催済み）．

リフォーム・コンクールを尖施し、娃設大臣徴等を技与したく6月16

日）．

「史京グッドリビングショー」（4月30日～5月5日）において「バ

ス・トイレリフレッシュ」の名の下にパス・トイレを中心とする展示を実

摩した．
I

望畢、、甲．ヂ叩


